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令和６年度予算編成方針 

 

１ 国の経済財政運営の動向 

 

（1） 我が国の経済情勢等 

   我が国の景気は、緩やかに回復しており、先行きについては、各種政策の効果

もあって緩やかな回復が続くことが期待されるが、海外景気の下振れがリスクと

なるほか、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があると

されている。 

 

（2） 国の予算編成の動向 

   国の予算編成においては、高齢化等に伴う社会保障関係費の自然増や、少子化

対策など「新しい資本主義」の加速等に対応するため「重要政策推進枠」を設け

たことなどにより、一般会計の概算要求総額は１１４兆円余りとなり、過去最大

の規模となっている。 

また、金額を未定とする事項要求も多く、こども・子育て政策の強化などにつ

いては予算編成過程で検討されること、さらには、今月に経済対策を策定し、補

正予算を編成する予定であるなど、国の動向を十分に注視していかなければなら

ない。 

 

（3） 地方自治体を取り巻く状況 

少子超高齢社会への対応をはじめ、デジタル化や脱炭素化の推進、地方への人

の流れの創出・拡大、地域における人への投資、防災・減災対策など、今日の地

方自治体は、従来にも増して果たすべき役割が拡大し、財政需要は増加している。

加えて、燃料価格・物価高騰など先を見通しがたい経済情勢が続く中、地方の借

入金残高は減少傾向にあるとはいえ、なお高い水準で推移するなど、地方財政は

極めて厳しい状況にある。 

また、今後の経済情勢の推移や、国の予算編成の内容次第では、一段と厳しい

財政運営を求められることも考えられる。 

このような中、地方自治体は、分権型社会の実現に向けた的確な行財政運営を
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推進し、地方の創造性・自立性を高めるとともに、簡素で効率的な行政を実現す

るため、歳出の重点化・効率化及び官民連携等による業務改革など、引き続き、

行財政改革に強力に取り組むことが重要となっている。 

 

２ 富山市の財政運営の現状とまちづくりの主要課題 

 

（1） 富山市の財政状況 

本市の令和６年度の財政見通しは、歳入については、固定資産税は、３年に１

度の評価替えにより大きな伸びが期待できない一方で、市民税は、給与所得の増

加などにより増収が見込まれ、市税全体としては、本年度の当初予算を上回るも

のと見込んでいる。また、地方交付税について、国は、地方の一般財源の総額を

本年度の水準を下回らないよう同水準を確保するとしていることから、市税と合

わせた一般財源総額では、本年度の当初予算を上回るものと見込んでいる。 

一方、歳出では、公債費は高水準で推移し、人件費や扶助費の増加や、後期高

齢者医療事業などへの繰出金の増加も見込まれるとともに、第２次総合計画後期

基本計画をはじめ各種計画に位置づけた事業を着実に進める必要がある。具体的

には、道路・橋りょうなどの社会資本や公共施設の長寿命化対策、とりわけ大規

模橋りょうの老朽化対策に順次取り組む必要があることに加え、コンパクトなま

ちづくりの一層の深化や、スマートシティの推進、喫緊の課題である少子化対策、

防災・減災対策等の安全安心なまちづくりの推進、さらには、法律に基づく自治

体情報システムの標準化移行への対応など、大きな財政需要が見込まれる。 

このため、令和６年度は、引き続き、極めて厳しい財政状況となることが予想

される。 

 

（2） まちづくりの主要課題 

このように厳しい財政状況ではあるが、総合計画に位置付けた施策を着実に推

進し、本市が目指す都市像「人・まち・自然が調和する活力都市とやま」の実現

のため、 

① 人口減少・超高齢社会への対応 

② すべての世代の健康・安心な生活の実現 
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③ まちの強靭化 

④ 集約化（拠点化）とネットワークの整備 

⑤ 環境政策の推進 

⑥ 産業活力の強化 

など、まちづくりの主要課題に引き続き取り組む必要がある。 

 

３ 令和６年度予算編成の基本的考え方 

 

（1） 財政の健全性の堅持 

令和６年度の予算編成にあたっては、財政の健全性を堅持するため、市税等

の一般財源の確保に努めるとともに、聖域なき歳出の抑制を図り、見込み得る

一般財源の範囲内で予算の重点的・効率的な配分に努めなければならない。 

また、将来にわたって持続可能な健全財政を確保するため、市債発行をでき

る限り抑制する。なお、市債の発行にあたっては、地方交付税措置等の財政支

援がある市債を活用する。 

 

（2） 事務事業のゼロベースでの見直し 

聖域なき歳出の抑制のためには、無駄の排除、事業の評価、スクラップ・

アンド・ビルドなど、あらゆる視点から徹底した事務事業の見直しが不可

欠である。 

このため、事務事業をゼロベースから見直すことを基本とするとともに、 

・ 発想を抜本的に転換し、事業の厳選を図る。 

・ 行政直営方式を見直し、民間委託、民営化など民間の力を活用する。 

・ 適正な受益者負担を求め、全体として市民負担の増加を回避する。 

・ 真に必要な人に必要なサービスを、選択的に提供する。 

などの観点から、徹底的な見直しを行うこととする。 

 

（3） 予算の重点的・効率的な配分 

「人・まち・自然が調和する活力都市とやま」の実現を目指して、次の取組

を重点施策として、限られた財源の重点的・効率的な配分を行うこととする。 
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① コンパクトシティ政策の深化とスマートシティの推進 

② 少子化対策・子育て支援と次世代を担う人づくりの推進 

  ③ 地域振興・コミュニティの活性化と安全安心なまちづくりの推進 

  ④ 介護・フレイル予防と健康寿命の延伸 

   ⑤ ゼロカーボンシティの実現に向けた取組と産業基盤の強化 

 

（4） 通年予算 

令和６年度当初予算は、通年予算として編成するので、年度内に予測されるす

べての経費を要求することとする。 

 

４ 令和６年度予算要求基準 

 

予算編成にあたっては、次に掲げる予算要求基準を設定するので、部局ごとに、

その基準を厳守の上、予算要求すること。 

 

（1） 政策的経費 

  【シーリングの設定】 

政策的経費の要求基準額は、後述の枠外経費を除き、一般財源ベースで、令

和５年度当初予算額（令和４年度３月補正予算に前倒した事業を含む。）に、大

幅な増減が予想される事業を加味した金額から、総合計画に係る事業（総合計

画）はマイナス１０％、総合計画以外の事業（その他）はマイナス２５％の額

の範囲内とする。 

 

【枠外経費】 

① 扶助費については、所要額とする。 

② 継続費及び債務負担行為については、契約額とする。 

③ 県施行事業負担金については、所要額とする。 

④ 繰出金については、所要額とする。 

⑤ 災害復旧費については、最低限の必要額とする。 

⑥ 雪対策事業（除雪対策事業及び消雪対策事業。ただし、除排雪機械購入費
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や消雪装置設置費等の投資的経費を除く。）については、所要額とする。 

 

【特別枠】 

① 「子育て日本一とやま特別枠」を設定し、少子化対策・子育て支援の推進に

係る新規事業については、所要額を要求可能とする。 

② 「部局主導裁量枠」を設定し、新規事業については、一般財源ベースで各 

部局 5,000 千円を要求可能とする。（通知済み） 

 

【スクラップ・アンド・ビルドの徹底】 

  令和６年度も引き続き、非常に厳しい財政状況となることが予測されるこ

とから、新規・拡充事業については、例年以上に、事業の重要性・緊急性の

観点から十分に検討した上で要求すること。 

  また、新規・拡充事業の要求にあたっては、必要な財源を捻出するため、

スクラップ・アンド・ビルドの原則に立ち、要求する１事務事業（特別枠で

の要求を含む）につき、事務事業１件の見直し（廃止・縮小等）を行うこ

と。 

 

（2） 経常的経費 

  【義務的経費】 

人件費、扶助費、公債費等の義務的経費については、所要額とする。ただ

し、扶助費に含まれる事務費に類する経費については、令和５年度当初予算

額と同額の範囲内とする。 

なお、扶助費の対象者増等については、過大見積もりによる精算補正が生

じないよう、厳正に見積もること。 

  

【事務・施設管理的経費】 

事務・施設管理的経費については、事業費ベースで、令和５年度当初予算

額と同額の範囲内とする。（通知済み） 
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《予算編成日程》 

ア 要求締切日   １０月２６日（木） 義務的経費の締切 

１１月１６日（木） 政策的経費の締切 

イ 審査方法 

区分 審査担当者 説明員 審査日程 

義務的経費 財政課長  １１月中旬 

政策的経費 財務部長 部局長・次長・課長 １２月中旬 

復 活 要 求 市  長 部局長・次長・課長 未定 

 


